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都心に集中する大病院と患者の受診動線の特殊性に�
対応した広域な連携システムを模索

　東京総合医療ネットワークは、東京都医師会が中核となっ

て東京都や東京都病院協会の協力の下、運営を行う地域医療

ネットワークです。2015 年から調査・検討を開始し、実証事

業やモデル運用などを行ってきましたが、準備が整い 2018 年

7 月から正式に運用をスタートしました。東京総合医療ネッ

トワークの大きな特徴は、東京都全域をカバーすることを指

向して、地域医療ネットワークの大手 2 社のシステムをデー

タセンターレベルで直接接続したことです。

　地域医療ネットワークは、地域医療再生基金などをきっか

けとして全国で多くの構築が行われていますが、その多くは

中核医療機関のデータを近隣の診療所などに公開する 1 対 N

の構成です。東京都の場合、大学病院をはじめ多くの基幹病

院が存在し、それぞれの病院による個別の地域医療ネットワー

クの構築はあっても、そこからさらに広域を意識した病院相

互の連携は難しい状況でした。

　また、東京都は患者さんの流動性が大きいという事情があ

ります。急性期には都心の大病院を受診し、回復期や慢性期

には自宅などがある周辺地域に戻るという傾向があります。

さらに大規模災害の発生に際しても、予測は不可能ではあり

ますが東西に広がる東京都全域が被災しなければ、都内で連

携して対応することも可能です。こういった状況を踏まえて、

医療圏を越えた東京都全域の地域医療ネットワークの構築が

必要だと考えました。

※�本誌の内容は、富士通ホームページ内の“ヘルスケアソリューション”�
�（URL��http://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/
healthcare/）に、PDFデータで掲載いたします。

Foreword
目々澤　肇 氏
ベンダーの枠を越えたデータセンター間接続で�
東京都全域をカバーする東京総合医療ネットワーク�❶

Feature

深化する�
地域医療ネットワーク
東京総合医療ネットワーク
Link1　平成立石病院
地域の救急医療を支えるため、グループの枠を
越えた医療情報連携を期待し参画を決定�❷
Link2　日本医科大学付属病院
高度救命救急センターを有し、多くの紹介患者を受け
入れる大学病院として、広域でのICT連携に期待�❸

ふくいメディカルネット
地域包括ケアシステムの構築をめざして医療から
介護へと連携が拡がるふくいメディカルネット
基幹病院が偏在する状況においても、全県下で同じレベルの 
医療を切れ目なく提供し、在宅まで含めた情報連携を実現 ❹

Case Study
HOPE EGMAIN-GX 
他社電子カルテシステムからの更新事例 
方針に沿った運用検討と仮想化技術活用で�
別ベンダーからの更新を実現
岐阜市民病院 ❻

HOPE VISION Report
医療法人公世会 野市中央病院
ケアミックス病棟のICT化で業務効率を大きく向上
手厚いサポートのもとHOPE EGMAIN-LXを 
段階的に導入し、病院全体で安定稼働 ❽

New Technology & Solution
組織ストレスアセスメント�
e診断@心の健康 10
中堅規模病院向け電子カルテシステム
FUJITSU�ヘルスケアソリューション�
HOPE LifeMark-MX 11

知っておきたい　病院経営のヒント　連載第3回
2018年度診療報酬改定�
〜�【介護編】骨子と対策�
小濱　道博 氏� 12

ベンダーの枠を越えた 
データセンター間接続で 
東京都全域をカバーする 
東京総合医療ネットワーク

東京都医師会が中心になって進めてきた地域医療ネットワーク
「東京総合医療ネットワーク」が、2018年7月に正式にスタート
しました。これまで前例のなかった富士通の地域医療ネットワー
クHumanBridge EHRソリューション（以下、HumanBridge）
とID-Link（NEC/エスイーシー）の2つのネットワークを直接接
続することで、ベンダーの垣根を越えた患者情報の共有をめざす
取り組みです。IHE規格をベースとして標準規格によるマルチベ
ンダーの地域医療ネットワークを構築し、患者の移動が激しい
東京都の特性に対応しつつ、事業継続が可能なネットワークと
してより広域でオープンな地域医療連携システムをめざしています。

公益社団法人 東京都医師会 理事
目々澤　肇 氏
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す。ほかにも重複検査や投薬の防止（ポリファーマシー）な

どが考えられますが、それが東京総合医療ネットワークによっ

て、より広域の医療機関がカバーできればメリットは大きい

でしょう。今回、異なるベンダーの地域医療ネットワークを

接続したことで、今後は東京都だけでなく、隣接する地域の

医療連携システムとの接続も期待でき、どこでもデータに基

づいた医療が受けられるという患者さんのメリットが大きく

広がることが期待されます。

　もう 1 点は導入や運用のコストを抑えられたことです。地

域医療ネットワークには、導入コストは補助金や基金を活用

できても、事業を永続的に運営するためのランニングコスト

をどうするかという課題があります。今回の事業では、補助

金などの活用は導入支援の一部にとどめ、ランニングコスト

はデータセンター同士の接続でポータルや連携のためのサー

バを必要としないため、維持費などコストを抑えた運用が可

能で、月額費用も最低限の金額に設定することができました。

HumanBridgeをベースにより広域な医療連携の�
ネットワークへの拡大を期待

　東京総合医療ネットワークでは、IHE 規格や SS-MIX2 な

ど標準規格をベースにすることで、オープンかつ柔軟な構築

が可能になりました。連携項目については、異なるベンダー

間では処方内容、注射内容、検査結果などが基本ですが、今後、

項目は順次追加していく予定です。

　今回はまず、HumanBridge と ID-Link それぞれのグループ

に限定した連携で実運用を開始し、その後 HumanBridge と

ID-Link との間の連携を行うわけですが、基本的には IHE 規

格に対応した地域医療ネットワークであれば接続は可能です

ので、接続の検証を行った上で拡張していきたいと思います。

また、クリニックについては、最近増えつつあるクラウド型

電子カルテであれば連携が可能です。クラウド型では、デー

タアップロードの仕組みや保存用のサーバを用意する必要が

ありませんので、コストの追加なく東京総合医療ネットワー

クとの相互参照が可能になると期待しています。

　本来は、1 患者 1ID で国として 1 つのデータベースがあり、

患者さんのデータはどこで受診をしても 1 か所に書き込まれ、

それをどこからでも参照し共有できるのが理想だと、この事

業にかかわる以前から考えていました。実際には、規格や制度、

運用などの問題で難しいのだということはわかりますが、富

士通は電子カルテシステムでは大きなシェアを持っています

し、HumanBridge でも多くの導入事例があります。富士通の

電子カルテや HumanBridge 同士が接続されるだけでも、全国

をカバーするような地域医療連携システムを構築することは

不可能ではないと思います。今回の東京総合医療ネットワー

クの取り組みがきっかけとなって、日本のどこでも自分の過

去のデータを見てもらいながら診察できるような仕組みまで

発展することを願っています。■

高いシェアを持つ2社の地域医療ネットワーク同士を
直接接続して情報共有

　東京都医師会では、2015 年に地域医療連携システム構築検

討委員会（委員長：林　宏光日本医科大学教授）を立ち上げ、

東京都における地域医療連携システム構築の検討をスタート

しました。2014年に行った都内の全病院を対象にしたアンケー

トで、500 床以上の病院で採用されている地域医療連携システ

ムの 8 割近くが、HumanBridge と ID-Link だということがわ

かりました。この 2 つのネットワークを接続すれば、ほとん

どの病院がカバーできるのではと考えたことがスタートです。

　ところが、2 社のシステムはどちらも SS-MIX2 で共有して

いますが、実際には規格に“方言”があって相互接続できな

いとのことでした。従来、両社のネットワークをつなげるには、

ポータルサイトを設けて入り口を分ける方法がありました。

しかし、これにはポータルサイト用のサーバが必要でコスト

がかかります。委員会で検討を重ね、両システムの館林と函

館にあるデータセンター同士を IHE 規格による“データセン

ター間接続”でつなぐことで相互参照が可能ではないかと考

え、実証実験を行いました。この実験で、日本医科大学付属

病院（HumanBridge）と等潤病院（ID-Link）間で相互にデー

タが参照可能なことが確認されました。

　この結果を受け、実際の運用を開始するために必要な規約の

策定や体制を整備し、2017 年 9 月に正式に運営協議会が設立

され、2018 年 3 月に 8 病院で実施したモデル運用を経て正式

に運用がスタートしました。まずは、モデル運用に参加した 

8 病院の間で同じ地域医療連携システムのグループ内連携に限

定した実運用を開始するとともに、システムを備えた開示施設

の参加を募集します。異なるシステム間の連携を含めた本格運

用は準備が整い次第、開始する予定です。

IHE規格をベースにデータセンター間接続によって�
オープンでリーズナブルなシステム運用を実現

　地域医療ネットワークのメリットには、紙や記録媒体で行っ

ていたデータのやりとりが、オンラインによってより詳細な

情報を時間差なく把握できることがあります。また、救急医

療ではかかりつけの医療機関以外に搬送された場合でも、患

者背景を把握した上で診療が行えることは、医療安全の面か

らも診療の質の向上という意味でも大きなアドバンテージで

目々澤　肇 氏（めめざわ　はじめ）
1981年獨協医科大学医学部卒業。医学博士。日本医科大学附属第一病院内
科医局長、日本医科大学内科学第二講座講師、日本医科大学附属千葉北総
病院脳神経センター副所長などを経て、1999年医療法人社団茜遥会目々澤
医院を継承。2011〜2014年江戸川区医師会理事、2013年より東京都医
師会理事を務める。
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　2002 年に開院した平成立石病院は、東京・下町の葛飾

区で、東京都指定の 2 次医療機関として地域に密着した

救急医療・急性期医療を提供しています。2014 年に東京

都災害拠点病院の認可を受け、2016 年には病院機能の強

化を目的に、平成立石ペンギンクリニックに外来診療部

門を移行しました。2013 年から富士通の地域医療ネット

ワーク HumanBridge EHR ソリューションを導入し、地

域医療連携にも力を入れています。同院の地域医療連携

の現状と東京総合医療ネットワークへの期待について、

システム担当の大塚　修副主任に取材しました。

HumanBridge で関連施設・地域と連携
　同院は開院当初から、積極的に ICT を採用することで

業務の効率化をめざし、電子カルテは 2 度の更新を経 

て、現在は HOPE EGMAIN-GX が稼働しています。

HumanBridge 導入後は、グループ 7 施設と地域の診療所

との間で ICT によるシームレスな情報連携が行われてい

ます。大塚副主任は「グループ施設には病床機能が異な

る病院もあるため、グループ内で患者さんを転送する際

などに医療情報のやりとりを行うことが一つの目的でし

た。また、地域の診療所からは検査紹介も多いため、

HumanBridge により検査画像を迅速に参照していただけ

るようにすることで病診連携を推進することもめざしま

し た 」 と 話 し ま す。 さ ら に、 災 害 対 策 の た め に

HumanBridge BCP を導入しており、「診療データをデー

タセンターにバックアップできるため、災害拠点病院と

なった当院にとっては、BCP 対策としても大きなメリッ

トを得ることができました」と述べています。

連携の拡大を見据え、実証実験に参加
　2018 年 4 月、8 つのモデル病院を対象にした実証実験

が行われ、同院はグループ病院である花と森の東京病院

（北区）、南町田病院（町田市）とともに参加しました。

同院の猪口正孝理事長が東京都医師会の副会長というこ

ともありましたが、参加の決定にはネットワークに高い

可能性が感じられたためだと大塚副主任は説明します。

　「従来のネットワークでは、グ

ループ内にとどまる規模での運用

がメインでしたが、将来的には幅

広く ICT で連携する必要がある

と感じていました。例えば、グルー

プ病院では脳卒中の血管内治療に

おいて日本医科大学付属病院と連

携し救急患者を転送しています

が、情報連携はアナログで行って

います。東京総合医療ネットワークにより、より多くの

病院と医療情報連携ができるようになれば、メリットは

非常に大きいと考え、いち早く参加を決定しました」

　患者さんが急性期、回復期、在宅（診療所）と、さま

ざまな医療機関を行き来する状況においては、ベンダー

を越えた連携は大きな意味を持ちます。大塚副主任は、

「他院を紹介する際にも、事前に情報共有ができていれ

ば、患者さんが受診したときに医師は検査情報などを確

認し、すぐに診療に入ることができます。情報の伝達ミ

スがなくなり、検査や投薬の重複がなくなれば、患者さ

んの安心・安全につながります」と期待を示します。

ベンダーを越えた相互連携に期待
　国内では数多くの地域医療ネットワークシステムが運

用されていますが、ベンダーを越えて相互に連携してい

る事例はまだ多くありません。最後に、大塚副主任は東

京総合医療ネットワークへの期待について、「地域医療

ネットワークで大きなシェアを持つ 2 社のシステムが採

用されて、まずそこで礎をつくることで、ほかのベンダー

も参加しやすい状況になるでしょう。これまで、それぞ

れに運用されてきた地域医療ネットワークは“閉じた

ネットワーク”でしたが、東京総合医療ネットワークに

よって今までにない広がりを期待できると思います」と

語ってくれました。■

大塚　修 氏 
（システム担当）

平成立石病院

医療法人社団直和会　平成立石病院
〒124-0012　東京都葛飾区立石5-1-9
URL：http://www.heisei-tateishi.net

ついに都内全域をカバーする ICT による地域医療ネットワーク「東京総合医療 
ネットワーク」 が稼働します。実証事業から参加している 2 病院に展望や期待を 
インタビューしました。
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　日本医科大学付属病院は、1910 年に開設されて以来、

地域の基幹病院としての役割を担うとともに、1993 年に

は高度救命救急センター（厚生省認可第一号）に指定、

同年特定機能病院に承認されています。日本屈指の医療

技術と高度先進医療を心の通い合うサービスで提供し続

けるために、2018 年 1 月には「未来へつづく病院づくり」

をコンセプトに新病院が完成しました。広域から患者さ

んが集まる同院の地域医療連携の現況と、東京総合医療

ネットワーク本稼働に向けての展望を、日本医科大学

ICT 推進センター長も務める林　宏光放射線科教授・医

療情報センター長に取材しました。

都内全域から患者さんが集まる大学病院
　東京都は、都心部に高度医療や先進医療を提供する大

学病院や特定機能病院が集中しています。特に日本医科

大学付属病院が位置する文京区は、高度急性期機能を有

する病院が集まる地域です。同院には日々多くの患者さ

んが救急搬送されてくるとともに、さまざまな医療機関

から患者さんが紹介受診します。「紹介患者さんは 80％

を超えています。また、急性期を乗り切って慢性期治療

のために地域へ戻っていただく逆紹介率は約 60％です」

と、林教授は状況を説明します。

　同院では、2013 年に富士通の地域医療ネットワーク

HumanBridge EHR ソリューションを導入しました。林

教授はそのねらいについて、「当院を受診した患者さん

が紹介元や地域へ戻る際に、できるだけ多くの情報をお

伝えしたいというのが最大の理由です」と述べます。

すべての診療情報を開示し医療連携を促進
　同院は現在、20 を超える複数の近隣医療機関と

HumanBridge を使った医療連携を行っています。このうち

連携サーバを有している病院とは、双方向の情報連携を

行っています。同院の HumanBridge による医療連携の特

徴を、林教授は次のように話します。

　「当院では患者さんのメリットを最大限に考え、電子

カルテの記載情報、検査画像、看護記録など、すべての

情報を公開しています。そのため、昨今問題となってい

る重複検査やポリファーマシーなどにも対応できます」

　また、近隣の医療機関に対しては定期的に説明会を開

催しています。連携を希望する医療機関にはスタッフを

派遣して接続設定を行い、同院

の診療情報を活用してもらうよ

うに積極的に働きかけていて、

林教授は「診療報酬という後押

しもあって参加したいという施

設はどんどん増えており、ICT

による連携が普及していること

を実感しています」と言います。

病院の機能分化で 
重要性が増す情報連携

　林教授は、東京総合医療ネットワークの運営協議会理

事 / 運営委員会委員長も務めていますが、システム構築

にはベンダーの努力もあったと話します。

　「地域医療ネットワークは 1 対 N が基本的な考え方で

すが、今回は N 対 N の連携、かつベンダーを越えた連

携ということで、ベンダーにとってもチャレンジだった

と思います。しかし、実際に当院には ID-Link を使って

いる病院からも多くの患者さんが紹介されていますの

で、東京総合医療ネットワークのベンダーを越えた ICT

連携の実現には大いに期待しています」

　高度救命救急センターを持つ同院には、他院から患者

さんが転送されるケースも多くありますが、実証実験で

は、転送患者さんが到着する前に診療情報を確認できる

可能性も見えており、林教授は高い期待を寄せています。

また、林教授は、課題の一つに開示施設が十分でないこ

とを挙げ、都の補助金を活用してサーバ導入施設が増え、

ネットワークが広がることに期待を示し、次のように締

めくくりました。

　「今後、病院機能はより細分化され、当院は超急性期

型の病院と位置づけられるなど役割が明確化します。患

者さんは、機能の異なる医療機関を行き来するため、医

療機関間の情報連携はますます重要になります。都内全

域から患者さんが集まる当院としては、距離の離れた病

院とも多くの情報を共有できる東京総合医療ネットワー

クが、医療の質を向上するための大切なツールになると

考えています」■

林　宏光 氏 
（放射線科教授・医療情報
センター長 / 日本医科大学
ICT 推進センター長）

日本医科大学付属病院

日本医科大学付属病院
〒113-8603　東京都文京区千駄木1-1-5
URL：http://www.nms.ac.jp/hosp/

高度救命救急センターを有し、多くの紹介患者を
受け入れる大学病院として、広域での ICT連携に期待

Link
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地域医療ネットワーク深化する



4 HOPE Vision  Vol.30

　「ふくいメディカルネット」は、福井県全県下の地域医

療ネットワークとして 2014 年にスタートしました。当初

より福井県全県を対象としてネットワークを構築、さら

に地域包括ケアシステムへの流れを受けて、医療情報だ

けではなく、在宅や介護の情報も包括して連携できるの

が特徴です。2018 年 5 月時点で、参加施設は情報開示病

院が 19 施設、閲覧施設が 266 施設（医療機関 181、保険

薬局 30、老人保健施設 4、訪問看護ステーション 26、居

宅介護支援事業所 25）、登録患者数は約 3 万人に上ります。

　地域医療連携ネットワークを成功させるカギと、今後

の展開について、運営母体である「ふくい医療情報連携

システム運営協議会運営委員会」の福井県医師会理事・

末松哲男氏にお話をうかがいました。

  福井県の医療の課題を解決するため、 
システム構築の是非から十分に検討

　福井県では、人口と基幹病院が福井市周辺に集中して

いる傾向がありますが、基幹病院と回復期病院、診療所

との医療連携は、必ずしも十分にとれているとは言えな

い状況でした。この課題を前に、福井県と福井県医師会

では 2010 年に地域医療連携システム構築検討委員会を

設立し、ICT ネットワークによる医療連携システム構築

の是非の検討を開始しました。検討委員会の座長を務め

た末松氏は、システムを成功させるための要件として「使

いやすさ」「有用性」「低ランニングコスト」を重視し、

先行している地域医療連携ネットワークの見学などを通

じて、多角的に検討を進めました。そして運営母体組織

や基本構想の確立、ニーズとコストの裏付けなど、足場

を固めた上で、システム導入することが良いとの決定に

至りました。システムの選定では総合評価方式が用いら

れ、得点が最も高い富士通の地域医療ネットワーク

HumanBridge EHR ソリューションが選ばれました。

　ふくいメディカルネットの大きな特徴の一つは、全県

を網羅するネットワークシステムである点です。これに

ついて末松氏は、「比較的小さな県において小規模なネッ

トワークを複数構築する場合、無駄が多いことはわかっ

ていました。本システムを

使うことにより、県内のど

こでもほぼ同じレベルの医

療を切れ目なく受けること

ができるというのが、シス

テム立ち上げ時の目標でも

あります」と説明していま

す。当初より SS-MIX2、

DICOM、ICD10 といった

標準規格を採用し、異なる

電子カルテの連携を可能に

した点もポイントで、将来的には他県との連携などに対

応可能なシステムとなっています。

  2025年までの地域包括ケアシステム構築に
向け、多職種連携システムへと拡大

　ふくいメディカルネットは、当初は医療連携のみの 

ネットワークとして、情報開示病院 14、閲覧施設 170 で

2014 年 4 月にスタートし、2015 年には保険薬局の参加

も始まりました。しかし、2014 年 6 月に医療介護総合確

保推進法が公布され病院から在宅医療への移行が明確と

なり、福井県の地域医療構想では、2025 年までに高度急

性期と急性期の合計病床数を約 4 割削減する方針が示さ

れました。末松氏は当時を振り返り、「このままではいわ

ゆる医療難民、介護難民が出現しかねないとの危機感を

覚えました。医療機関のみの連携だけではそれに到底対

応できないと考え、ふくいメディカルネットに在宅医療

連携のシステムを追加することを決めました」と述べます。

　そこで、2015 年から医療機関以外の在宅や訪問看護、

介護の情報を連携すべく検討を進め、2016 年 4 月に“在

宅ケアオプション”を導入し、医療連携のみから在宅連

携も包括するシステムへと拡大しました。この時に訪問

看護ステーション 19、居宅介護支援事業所 24 が新たに

参加しました。

　ふくいメディカルネットでは、1 画面上に開示病院の

診療記録、検査結果、処方、注射などの情報が集約され

末松哲男 氏 
（ふくい医療情報連携システム運営
協議会運営委員会）

地域包括ケアシステムの構築をめざして
医療から介護へと連携が拡がるふくいメディカルネット
基幹病院が偏在する状況においても、全県下で同じレベルの医療を切れ目なく
提供し、在宅まで含めた情報連携を実現

ふくいメディカルネット
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レット端末が導入され、医師や訪問看護師が患者さん宅

に持参できるようになりました。テンプレートを利用す

ることで入力の手間を軽減し、また各種資料を添付する

ことにより共有できる情報量が圧倒的に増えています。

末松氏は、「在宅医療の場合、患者さんが重症であるほ

ど即時対応が求められますが、電話のみで正確な情報を

即時に取得することは不可能です。訪問看護師がタブ

レット端末を使って写真や動画を撮影し、すぐに医師と

連携できるようになったことで、より迅速で適切なケア

が可能になりました。また、カルテ記載の二重手間の問

題もカルテ内容をタブレット端末で撮影し貼付すること

で解消できています」とタブレット端末を活用した連携

のメリットについて述べています。

  地域医療構想と地域包括ケアに対応するため、
情報連携強化をさらに推進

　地域医療構想および地域包括ケアに適切に対応するた

めには、ふくいメディカルネットのハード面およびソフ

ト面におけるさらなる充実が必須です。特にふくいメ

ディカルネットの今後の展開について、末松氏は地域包

括ケアへのさらなる対応が最大の課題であるとして、閲

覧側の診療情報の開示を挙げます。

　「病床の再編が進むと、重症の患者さんを診療所で診

る例が大幅に増えてきます。その中で急性期病院、回復

期病院、在宅医療を担うチームの三者がよりスムーズに

連携できるよう、双方向性情報連携の強化を図る必要が

あります。夜間に急変して救急搬送されたとき、救急部

で閲覧側情報を見られるのと見られないのとでは大きな

差があります。実際に救急対応の現場からは閲覧側の情

報公開を求める切実な声が多く寄せられていることか

ら、何とか実現したいと思っています。

　また、これまでは入退院時に病院とかかりつけ医の情

報連携が十分ではなかったことも課題でした。そこで、

ふくいメディカルネット上で入退院カンファレンスを行

える仕組みを構築し、かかりつけ医が積極的に介入して

患者に最適な医療をシームレスに提供できるよう検討を

重ねています」

　最後に末松氏は、改めて地域医療連携ネットワーク成

功のポイントについて、「第一に日々進化させること、

すなわち使い勝手の悪い点を改良し、より便利な機能を

追加することが大事です。全国のネットワークを見ると、

順調に運用されているシステムは、日々進化し、同じと

ころにとどまっていません。ベンダーにきちんと要望を

伝え、改良してもらい使いやすくすれば、利用率は上が

ります。そのような好循環を生み出すことが最も大事だ

と思います」と語りました。■

時系列で表示されますが、ここに在宅主治医や訪問看護

師、ケアマネジャーからの情報も表示できるようになり、

多職種による情報共有が可能となりました。対象を在宅

医療まで拡大したことに加え、2016 年に検査・画像情報

提供加算および電子的診療情報評価料が算定できるよう

になったことが後押しとなり、逆紹介が増加し登録数は

一気に増えました。

  ネットワークシステムの利用促進には、 
有用性を実感してもらうことが重要

　協議会では、新規募集や利用促進のため年 9 回の利用促

進検討部会を開催し、種々の項目について検討を重ね、さ

らに講習会・研修会などを精力的に開催しています。自身

も講師を務める末松氏は、「操作教育をしっかり行うこと

で、実際の診療でシステムを利用してもらえるようになり

ます。利用すれば診療レベルの向上という美味しいご褒

美があるということを実感してもらうことが一番大事で

す」と、システムの利用促進を図るポイントを説明します。

カルテ 2 号用紙や血液検査、心電図、画像、各種検査レポー

ト、処方、点滴などを共有し、多職種が有用性を実感す

ることで、利用率が高まり、参加施設も増加し、ネット

ワークが拡大するという好循環が生まれています。

　末松氏は、閲覧医療機関側の立場として、診療レベル

の向上と、患者さんからの信頼度の獲得が実感されると

述べています。

　「例えば、患者さんが基幹病院で画像検査を受けても、

従来は診療所ではレポートを受け取るだけでしたが、現在

はふくいメディカルネットを利用し、レポートを読みなが

ら実際の画像を見ることにより読影力が向上しました。ま

た、カルテ 2 号用紙を閲覧することにより紹介患者に関す

る新しい医学知識を病院主治医から学ぶことが可能となり

ました。そのおかげで当院の診療レベルが格段に上がった

ことを実感しており、患者さんの QOL 向上にもつながっ

ています。またその結果、患者さんからのかかりつけ医に

対する信頼度獲得にも役立っています。さらに、診療所の

診療レベルの向上はダブルチェックの機構が働くことも意

味し、地域全体としての医療の質は明らかに上昇している

と言えます。医療連携においては、重複検査の回避や、

ほかの医療機関での過去の検査画像との比較も可能にな

るなど、さまざまなメリットがもたらされています。ま

た、当初は利用が少なかった急性期病院間での情報の閲

覧が最近急速に増えており、豊富な情報が患者転送やコ

ンサルティングに活用されるようになっています」

  タブレット端末の活用で、在宅での 
即時対応を可能に

　医療・在宅医療連携では、在宅ケアオプションでタブ

地域医療ネットワーク深化する



〒 500-8513
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病床数：609床
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く必要がありますから、その意味で

もこれらの課題の解消は必須でした。

長屋氏：旧電子カルテはカスタマイ

ズが多く、バージョンアップが難し

いシステムであったため、時流に応

じて変化する医療現場に追いつかな

くなりつつありました。

システム更新の経緯

目的に沿った運用決めと
仮想化システムの活用

システム更新の目的を明確
にするための方針を策定

Q：システム更新はどのように進め
られたのでしょうか。

長屋氏：導入ベンダー選定は外部委

自体が目的になってしまい、

カルテの電子化で業務をどう

改善すると良いかが明確では

ありませんでした。そのため、

紙カルテ時代の運用の多くが

そのまま残ってしまいました。

長屋氏：オーダリングシステ

ムからの移行だったこともあ

り、ほとんどのスタッフは、「こ

れまでのやり方に記事が追加

されるだけでしょ」という認識だっ

たと思います。

Q：システム更新前には、どのよう
な課題があったのでしょうか。

村川氏：最大の問題は、部門の情報

が電子カルテの中にデータとして残

らず、分散していたことでした。特に、

ドキュメントシステムが連携してい

ないことは非常に不便で、記事をす

ぐに探すこともできませんでした。

　また、電子カルテ導入後に部門シ

ステムの ICT 化も進みましたが、連

携が十分でなく、大きな問題となっ

ていました。ほかにも一元管理され

ていないマスタや、紙ベースのまま

運用されているクリニカルパスなど

も課題でした。当院のような規模の

病院では、外部監査をクリアしてい

病院の特徴と旧システムの課題

高度急性期医療の 
提供をめざす市民病院

目的を明確にせず進めた
ICT 化で課題が山積

Q：貴院の特徴をお聞かせください。
村川氏：6 市 3 町からなる岐阜医療

圏には、500 床以上の急性期病院が

3 施設あります。その中の一つであ

る当院は、特定病院群の指定を受け

ており、手術支援ロボットを導入す

るなど、高度急性期をめざして診療

体制の強化を図っています。同時に

「市民病院」として、地域密着型の

医療も提供しています。

Q：ICT 化の沿革を教えてください。
村川氏：1975 年に医事会計システ

ムを導入後、オーダリングシステム

を経て、2010 年にカルテを電子化

しました。最初の医事会計からずっ

と同じベンダーの製品を採用してき

ましたが、2017年のシステム更新で、

富士通製品に変更することになりま

した。

　最初の電子カルテ導入では、導入

岐阜市民病院

林　　瑞成 第一産科部長　一木　邦彦 小児科副部長

星　　敏博 事務部医事課課長

岐阜市民病院は、2010年にカルテを電子化しましたが、紙カルテ時代の運用から脱却
できず、さまざまな課題を抱えていました。それを解決すべく実施したシステム更新では、
富士通の電子カルテシステムHOPE EGMAIN-GXの導入が決定。ベンダー変更は大き
な試練でしたが、目的を明確にした運用検討や、旧電子カルテ端末への仮想化技術によ
る新システムの相乗り、チューターによる操作教育などの工夫で円滑な移行を実現しました。

方針に沿った運用検討と仮想化技術
活用で別ベンダーからの更新を実現
部門の情報も含めたデータの一元管理により 
業務効率が向上し、外部監査にも確実に対応

村川　眞司 医療推進局長・医療情報部長、診療情報管理室長、
胸部・心臓血管外科部長

長屋　　崇 医療情報部主査　加藤　晴光 医療情報部主任

左から加藤晴光主任、村川眞司局長、長屋崇主査
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長 屋 氏：HOPE EGMAIN-GX の 導

入に合わせて部門システムも大幅に

刷新したことで、シングルサインオ

ンを実現し、セキュリティポリシー

を統一することもできました。

目的と理由の共通認識が
システム更新を成功に導く

Q：今後の展望をお聞かせください。
村 川 氏：DWH に よ り い ろ い ろ な 

データが出るようになりましたが、活

用はこれからです。活用している他

施設に学びながら、BI ツールを使っ

て重症度や看護必要度など、さまざ

まな分析を行いたいと考えています。

Q：異なるベンダーの電子カルテへ
の移行を成功させるポイントを
お聞かせください。

長屋氏：職種・部門ごとに、システ

ムに対する要望はさまざまですが、

複雑になると優先順位がつけにくく

なります。そこで、病院としての方

針を初めに明示することで、迷った

ときに立ちかえることができ、各部

門との合意を形成しやすくなります。

　また、今回行った本稼働前の新シ

ステムの仮想化は、習熟の面でも、

準備する際の作業負担においてもき

わめて有用なので、大いに勧められ

ます。

村川氏：ベンダーを変えてのシステ

ム更新は、スタッフへの負担が大き

いので、目標を明確にしておくこと

は必要です。バージョンアップでは

解決できない課題を解決するための

システム更新であるという認識を共

有することが大事だと思います。■

員中心のプロポーザル方式で行わ

れ、 最 終 的 に、 富 士 通 の HOPE 

EGMAIN-GX に決まりました。

村川氏：プロポーザル方式のためベ

ンダー変更の可能性も考えられるこ

とから、ベンダーを変更した経験の

ある病院など、複数の施設を見学し

ました。また、院長の指示により、

病院全体の基本コンセプトとして、

1）医療安全と業務の効率化、2）情

報の中央集約と連携の強化、3）シ

ステムの安定稼働と進化の両立、と

いう「骨太の方針」を策定し、この

方針に沿って運用決めなどを進めて

いきました。

Q：別ベンダーのシステムへの移行
で、苦労した点はありますか。

村川氏：大変なのはわかっていまし

たが、これまでの課題を一気に解決

す る チ ャ ン ス で も あ る と 考 え ま 

した。運用の決定では、これまでの

習慣を引きずらないために、全体を

俯
ふ

瞰
かん

するコアメンバー（5 人）が、

部門からの意見の取捨選択を行うよ

うにしました。

　また操作教育では、各診療科の医師

5 人に 1 人くらいの割合でチューター

を選び、集中的に教育を受けてもらい

ました。異なるベンダーのシステムで

は操作性がかなり違うため、現行シス

テムで行っていることを新しいシステ

ムではどうやるのか、という細かい教

育が必要です。チューターにはその役

割を担ってもらいました。

旧システム端末上で動く 
仮想化した新システム

Q：操作習熟にあたり、特に工夫さ
れたことはありますか。

長屋氏：医師や看護師は多忙である

ため、業務時間外に操作訓練会場に

足を運び、自己研修することは難し

いと考えていました。

加藤氏：そこで仮想化技術を用いて、

旧 電 子 カ ル テ の 端 末 上 で HOPE 

EGMAIN-GX が動くようにし、移行

後の患者データが新しい電子カルテ

でどう見えるのかを確認しながら、

操作練習をできるようにし

ました。また、アクセスロ

グから HOPE EGMAIN-GX

での閲覧回数などを集計し、

使用頻度の少ない医師に働

きかけを行いました。仮想

化システムへのニーズは高

く、要望に応じて追加し、

最終的には 142 台の端末に

設定しました。これはスタッ

フの操作の習熟につながっ

たと感じています。また、サーバ側

で高速処理が可能なゼロクライア 

ントに期待し、本導入した 1252 台

の端末のうち 247 台をゼロクライア

ントにしました。

長屋氏：仮想化は旧電子カルテの端

末上で動作するので、新システムへの

事前入力にも有用でした。また、仮想

化でゼロクライアントを導入したこと

でシステム設定の作業負担も軽く、

ゼロクライアントの端末は小型のため

スペースの有効活用が可能です。

更新後の効果

旧システムでの課題
が解消し、さらなる 
機能強化をめざす

古い運用から脱却し 
業務効率・確実性が向上

Q：HOPE EGMAIN-GX の導入後、
課題は解消されたのでしょうか。

村川氏：最も重視していた記録の一

元化は、かなり達成されました。監

査対策など目的を明確にした運用の

検討により、入院治療計画や退院サ

マリなどが書かれているかチェック

する体制が構築できました。また、

同意書のスキャン漏れを防ぐため

に、その場でスキャンすると同時に

最寄りのプリンタから患者に渡す同

意書の複写が印刷される仕組みづく

りを行いました。これらの改善によ

り、システム更新後の病院機能評価、

特定共同指導でも満足のいく結果が

得られました。

ゼロクライアント（↓）を採用し、診察室の省スペース化を
実現しています。
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長は、「HOPE EGMAIN-LX の導入

では、富士通四国インフォテックが

当院スタッフに ICT スキルの差があ

ることをくみ取ってサポートしてく

れました。運用検討においても、医

師の中で話し合うべきこと、看護部

で検討すること、病院全体で決める

ことなどを明確に示してくれ、スムー

ズな導入に向けて一緒にスケジュー

ルを検討するなど、手厚い支援によ

り病棟の電子カルテ化も成功するこ

とができました」と当時を振り返り

ます。

　先行して稼働を始めた外来は、キッ

クオフから稼働までわずか 4 か月と

準備期間は限られていましたが、事

務の井上雅貴主任は、「期間が短いこ

とで、かえってスタッフが一丸となっ

て取り組むことができたと思いま

す」と話します。また、看護部にお

いては、茅めぐみ看護師長、別役真

紙カルテからすべてを

一気に電子カルテにす

ることは現場の負担に

なると考えて外来のみ

に と ど め、 富 士 通 の

「HOPE/Dr’note」が採

用されました。その後、

更新時期を迎え、病棟の

電子カルテ化もめざし

て、富士通の中規模病院

向けにパッケージ化さ

れた電子カルテシステム「HOPE 

EGMAIN-LX」が採用されました。

公文院長は、「電子カルテ導入では医

師の声が大きく反映されますが、医

師の使いやすさばかりを優先して構

築していくとフローがうまくいかな

いということもあります。その点、

パッケージ化されたシステムは、細

かな融通は利かないとしても安定稼

働する安心感があります」と話しま

す。

　外来が電子カルテ化して 10 年以上

が経過していたものの、病棟の ICT

化が現場の負担となる心配はありま

した。そこで、HOPE EGMAIN-LX

は 2017 年 3 月に外来で稼働をスター

トした後、病棟での運用検討やリハー

サル、練習を行う時間を取った上で、

7 月に全病院で稼働を開始しました。

当時、副院長として先頭に立ち、運

用検討や院内周知に尽力した公文院

近隣施設との顔の見える連携で 
地域包括ケアシステムを展開
　高知県は、土佐清水や四万十から

安芸・室戸岬までと東西に長い形を

しています。野市中央病院は、高知

市などを含む中央保健医療圏の東側

に位置し、旧・香美郡（香南市、香

美市）地域で唯一の総合病院として

地域医療を支えてきました。13 診療

科を標榜し、一般 46 床、地域包括ケ

ア 45 床、医療療養型 50 床、回復期

リハビリテーション 30 床のケアミッ

クスの病棟体制で医療を提供してい

ます。2018 年 4 月に就任した公文龍

也院長は、地域における役割につい

て、「地域の診療所の先生方が困った

ときに患者さんを受け入れるサブア

キュート機能と、急性期を乗り越え

た患者さんに対してリハビリを行っ

たり、在宅復帰などに向けたケアを

行ったりするポストアキュート機能

が、当院に主に求められていると考

えています。その役割を果たすため、

地域との顔の見える関係づくりにも

力を入れ、地域包括ケアシステム構築

に取り組んでいます」と説明します。

手厚いサポートで念願だった 
病棟の電子カルテ化を実現
　野市中央病院は、2003 年に最初の

電子カルテを導入しました。当時、

外来・病棟ともに検討されましたが、

 Report
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左から井上雅貴主任、三浦由紀子看護部長、公文龍也院長、
別役真記師長、茅めぐみ師長

医療法人公世会 野市中央病院

ケアミックス病棟のICT化で
業務効率を大きく向上

高知龍馬空港から東に約4km、高知県香南市にある野市中央病院は、2017年に開院30周年を迎えました。現在は
171床を有するケアミックス型の総合病院として、近隣診療所と連携を取り地域医療に貢献しています。同院は、 外来の
みで稼働していた電子カルテから病棟を含めた全病院での運用をめざして「HOPE EGMAIN-LX」に更新。2017年3月
に外来が稼働、2017年7月から念願の病棟の電子カルテ化を実現しました。病棟でのスムーズな稼働を可能にした背景や、
業務効率の向上など電子カルテ化が病棟業務にもたらした効果についてお話をうかがいました。

手厚いサポートのもとHOPE EGMAIN-LXを
段階的に導入し、病院全体で安定稼働 総合病院として地域を支える野市中央病院



医療法人公世会 野市中央病院
〒 781-5213
高知県香南市野市町東野 555-18
TEL：0887-55-1101
URL：http://kouseikai-g.jp
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病院経営へのデータ活用や 
地域医療連携への発展に期待
　同院では、病棟の電子カルテ化か

ら 1 年近くが経ち、さらなる活用を

検討しています。公文院長は、「病棟

の電子カルテ化にあたり、クリニカ

ルパスを一時的に保留にしていまし

たが、スタッフが電子カルテに慣れ

てきたので年内の再開を予定してい

ます。再開すれば、よりいっそう業

務の軽減を図ることができると思い

ます」と期待を述べます。

　同院にとって念願だった病棟の電

子カルテ化が成功した要因を、井上

主任は次のように述べます。

　「電子カルテは面倒で難しそうだと

不安に思うスタッフは多くいました

が、院長や師長ら各部門のトップが

旗振り役となって引っ張ることで、

病院全体に導入に向けた意欲が浸透

し、スムーズな導入にこぎ着けられ

たと感じています」

　最後に公文院長は、「今後の課題

は、電子カルテから得られるさまざ

まなデータを経営に活用していくこ

とと、ICT を使った地域医療連携を

模索していくことです。電子カルテ

の活用で業務を効率化し、患者さん

としっかりと向き合う余裕をつく

り、ひいては近隣の医療機関との信

頼関係強化につながればと思いま

す」と展望を語ってくれました。■

を大きく省力化することにつ

ながりました。

　2018 年 ４ 月 に 着 任 し、 約 

90 名の看護師をまとめている

三浦由紀子看護部長は、「電子

カルテの情報は、多職種のス

タッフがタイムリーに共有で

きるという大きなメリットが

あります」と話します。同院

はケアミックス病院であるた

め、一般病棟に入院していた

患者さんが、回復期リハビリテーショ

ン病棟や医療療養病棟、地域包括ケ

ア病棟へ移動することがあります。

茅師長は、「患者さんが病棟を移動す

る場合に、移動先の病棟の看護師が

事前に情報を取るには、入院中の病

棟に行ってカルテを見たり、実際に

患者さんのもとに行ったりする必要

がありました。電子カルテでは他病

棟にいても患者さんの情報を取るこ

とができ、業務を効率化できていま

す」と説明します。また、別役師長は、

「紙カルテと違い、どこからでも患

者さんの最新情報を確認でき、医師

へ指示を仰ぎやすいので、患者さん

に迅速な処置や対応が可能になりま

す」と述べています。

　病棟ではノート PC の端末をカート

に載せてベッドサイドで使用する場

面も多いため、患者基本情報が記載さ

れている画面上部にマスキングシー

トを貼り、PC 正面に立つ記載者以外

からは見えないようにする工夫も施

されています。病棟のスタッフは操

作に慣れ業務効率が大きく向上して

いますが、効率性や安全性のさらな

る向上に向け、より良い運用方法の

検討は続いています。三浦看護部長

は、「当院ではメールなどで業務連絡

や報告をすましてしまうのではな

く、きちんと目を見て報告するなど、

スタッフ間のコミュニケーションを

大切にしています。そのような関係性

が構築されているため、電子カルテの

運用についても、師長が中心となって

スタッフみんなで考えていける環境

だと感じています」と話します。

記看護師長をはじめとする看護師長

が中心となって、運用検討からスタッ

フ指導までを行いました。茅師長は、

「『病棟が電子カルテ化したらやって

いけません』という声もありました

が、予定を前倒しして練習用端末を

病棟に設置してもらい、師長を中心

に早く習得したスタッフが時間をか

けて指導しました」と経緯を説明し

ます。きめ細かい指導と、「無事に稼

働できそうだ」との感触をつかむま

でリハーサルを繰り返したことで、

病棟の ICT 化で離職者を出すことな

く現在に至っています。

業務の見直しや統一化で 
業務効率が大きく向上
　病棟の紙カルテから電子カルテへ

の移行は、業務の見直しや統一化の

機会にもなりました。紙カルテ運用

の時はあいまいな記載でも通ってい

ましたが、電子カルテでは医師が行っ

た処置は医師が入力するようにする

など、業務分担を明確にしました。

　公文院長は以前勤務していた病院

でも電子カルテを使用していまし

た。公文院長は、「帰任後はカルテも

指示簿もすべて手書きとなり大変な

ストレスでした。例えば、2 週間 

に一度、抗がん剤治療で入院する 

患者さんに毎回同じ点滴を処方する

場合でも、その都度、手書きでオー

ダする必要がありました。HOPE 

EGMAIN-LX が稼働してからは、コ

ピー＆ペーストが可能ですので効率

は劇的に上がっています」と、電子

カルテ化による業務効率の向上を実

感していると話します。

　病棟の電子カルテ化は、看護業務

にも大きな変化をもたらしていま

す。まず、看護部だけでも膨大な種

類があった書類を洗い出し、部署内

で書式の統一や、デジタル化による

削減などを行い、書類のスリム化を

図りました。また、紙カルテ運用で

はオーダリングの部分でメッセン

ジャー業務が必要でしたが、これが

すべて不要になったことも看護業務

マスキングシート（□）で患者基本情報を隠し 
プライバシーを守っています。

HOPE VISION Report
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Technology & 
SolutionNew

お問い合わせ先

※	 				日本医師会：勤務医の健康支援に関する検討
委員会「勤務医の健康の現状と支援のあり方	
に関するアンケート調査報告書」（2016年	
6月）http://dl.med.or.jp/dl-med/kinmu/kshien	
28.pdf

富士通コンタクトライン
TEL�0120-933-200
※受付時間：9時〜17時 30分
（�土曜日・日曜日・祝日・当社指定
の休業日を除く）

ICT で効率的なストレスチェックの実現を�
サポート

改革や健康経営への取り組みに生か

すことができます。

導入効果
　職員本人にストレスへの気づきを

促すきっかけになるだけでなく、院

内の職員のストレス状態や組織の分

析結果を職場環境改善につなげて、

健康でいきいきと働くことのできる

職場づくりを進めることにより、職

員のメンタルヘルス不調を未然に防

止することができます。

おわりに
　今回は、職場のメンタルヘルス対

策にご活用いただけるソリューショ

ンについてご紹介しましたが、富士

通では職員の健診結果や医療情報な

どを管理するヘルスケア関連システ

ムをご提供しており、将来的には本

製品と連携させることで組織内に散

在する健康にかかわる情報の一元化

を実現してまいります。■

ながら導入準備を進めていただくこ

とができるので、お客様側での稼働

準備もスムーズに行えます。

3．  豊富なシステム構成（SaaS 版 /
オンプレミス版）

　製品は SaaS 版とオンプレミス版

の 2 種類の構成でご提供しており、

お客様のニーズに合わせたご提案が

可能です。

4．  院内の職員のストレスチェックの
全データを一元管理

　ストレスチェックのデータはすべ

てシステムに蓄積・一元管理される

ため、個人や職場の過去の結果と比

較した経年変化を確認できます。PC

からの回答でも紙の調査票による回

答でも、データは1つにまとめて集計・

分析ができます。ストレスチェック

結果は、参照する立場により異なる

範囲の権限管理を行っており、権限

のない人からの個人結果へのアクセ

ス防止など、プライバシーに配慮し

た情報管理を実現します。

5．  分析
　ストレス診断の結果を多角的な集

計分析に活用し、潜在的なメンタル

不調者への早期ケアが可能になりま

す。また、個人の

ストレス状況だけ

ではなく、組織分

析によりストレス

の原因となる職場

環境や、組織の強

みや課題を把握し

た対策が可能にな

り、個人の満足度

の向上や生産性の

向上など、働き方

はじめに
　国を挙げた働き方改革の推進に伴

い、これまで以上に健康経営が注目

される中、企業に限らず医療機関の

職場環境においても、メンタルヘル

ス対策や組織活性化への取り組みが

必要不可欠となっています。また、

日本医師会が施行した勤務医対象の

アンケート（※）によれば、勤務医

の 5 人に 1 人が「健康ではない」と

いう自覚があるという調査結果も出

ており、精神面を含めた健康回復へ

のサポートが必要な状況であること

が鮮明になっています。

　「組織ストレスアセスメント e 診断

@ 心の健康」は、セルフケアのため

のストレスチェックと、職場環境改

善のための職場ストレス分析まで、

「心の健康づくり計画」に沿った運用

を幅広くサポートします（図 1）。

特　長
1．ストレスチェック制度に対応
　厚生労働省が提供している「労働

安全衛生法に基づくストレスチェッ

ク制度実施マニュアル」に沿った、

ストレスチェックの運用の効率化を

実現。産業保健スタッフは、回答直

後から個人へのケアや職場環境など

の改善指導・提案をタイムリーに行

うことができます。また、ソリュー

ションは定期的なレベルアップで機

能強化も行っています。

2．SaaS 版なら導入期間 1 か月
　お客様とのご契約後、導入期間 

（1 か月）を含めて 2 か月の短期間で、

職員向けのテストを実施していただ

けます。また、テスト環境を利用し

組織ストレスアセスメント

e
イー

診断 @
アットマーク

心の健康

図 1　e 診断 @ 心の健康利用イメージ
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ムで活用できる新しいデータ抽出基

盤を提供します。専門的な知識がな

くても、簡単に診療データを参照す

ることができますので、研究、教育

などを目的としたデータ集計や統計

業務の効率化を支援します。

　また、複雑な条件で医療情報デー

タの抽出を行いたいというご要望に

お応えして、ハードウェアの追加を

することなくオプションを追加する

だけで高度な検索が可能な DWH オ

プション機能もご提案可能となって

います（図 2）。

地域包括ケアシステムの実現に 
向けた施設間のスムーズな情報連携
　地域医療ネットワーク「HumanBridge 

EHR ソリューション」との連携により、

地域に点在する患者情報の集約・共

有などを、複数の施設間で実現し、

医療資源の最適化を図るとともに、

地域における質の高い一貫した医療

サービスの提供を支援します。■

段階的な導入、オプションを自由に

組み合わせることができるよう製品

体系の見直しを図りました。

　さらにサーバ仮想化技術を採用す

ることでサーバ台数を削減し、設置

スペースや電力使用量削減はもちろ

んのこと、再起動負荷の軽減も図り

ます（図 1）。
　また、機能面においては、「HOPE 

EGMAIN-LX」をベースに機能を拡

充、中堅規模病院向けの豊富な機能

を搭載しています。昨今、外来化学

療法が増加していることから、機能

拡充の一つとして、がん治療で投与

する薬剤の計画書作成から運用まで

をトータルで行えるレジメン機能を

新たにオプションとしてラインアッ

プいたしました。

蓄積された情報の利活用
　これまでの電子カルテでは、診療

情報データは蓄積されているものの、

情報を抽出するためにはデータ構造

を理解する必要があったり、あるい

はそもそも何のデータかわからない

のでうまく活用できないという状況

がありました。HOPE LifeMark-MX

では、医療情報データをリアルタイ

はじめに
　超高齢社会を迎え、国家戦略とし

て「医療・介護・健康分野」におけ

る ICT 化や地域における一貫した医

療体制の整備が求められていますが、

現在、中堅規模病院における電子カ

ルテシステムの導入は 28%（※）の

導入率にとどまっています。

　「HOPE LifeMark-MX」は、トップ

シェアを誇る電子カルテとして医療

現場で鍛え上げられてきた機能や柔

軟性を継承しながら、300 床程度まで

の中堅規模病院に導入しやすい形態

で提供いたします。日々の診療から、

蓄積した医療情報のリアルタイム活

用、地域包括ケアシステムの実現ま

でトータルにサポートします。

病院シェア No.1 電子カルテの 
操作性と柔軟性を継承し、 
フレキシブルな製品体系でご提供
　中堅規模病院での電子カルテの導

入を加速するためには、大病院に比

べて病床数や診療内容、運営形態な

どでバラエティに富む診療体制に柔

軟に対応できるシステムが必要です。

そこで、病床数や予算に応じたハー

ドウェア構成や業務要件に合わせた

※			病床数 300床未満の中堅規模病院における
電子カルテシステムの導入率。厚生労働省「平
成28年（2016）医療施設（動態）調査・病
院報告の概要」、「JAHISオーダリング電子カ
ルテ導入調査報告 -2017年調査（平成29年）」
より。

お問い合わせ先

富士通株式会社
公共・地域営業グループ
ヘルスケアビジネス推進統括部
第三ヘルスケアビジネス推進部
TEL�03-6252-2502

サーバ台数：5台 サーバ台数：2台
※部門システムのサーバを除く

電子カルテ・医事会計サーバの仮想化を実現！ 

仮想化導入 旧システム導入構成 

サーバ仮想化技術の採用（弊社システムでの比較）

柔軟なデータ抽出ツール 表現力の高いレポートを簡単に作成  

抽出（DWH オプション） 報告・定型化

サーバ設置スペースの削減
サーバの購入をはじめとする初期コストに加え、消耗品購入
の削減や電気代を抑制でき、トータルコストの削減が可能

病名が○○で薬剤 ×× が投与され、
検査結果が△以上の患者様のデータ
など、複雑なデータ抽出に対応
わかりやすい UI からデータを抽出

複数の表やグラフを一枚に統合し、
全体の状況を把握できるExcelに
よるレポートを作成可能

図 1　サーバ仮想化技術の採用

サーバ台数：5台 サーバ台数：2台
※部門システムのサーバを除く

電子カルテ・医事会計サーバの仮想化を実現！ 

仮想化導入 旧システム導入構成 

サーバ仮想化技術の採用（弊社システムでの比較）

柔軟なデータ抽出ツール 表現力の高いレポートを簡単に作成  

抽出（DWH オプション） 報告・定型化

サーバ設置スペースの削減
サーバの購入をはじめとする初期コストに加え、消耗品購入
の削減や電気代を抑制でき、トータルコストの削減が可能

病名が○○で薬剤 ×× が投与され、
検査結果が△以上の患者様のデータ
など、複雑なデータ抽出に対応
わかりやすい UI からデータを抽出

複数の表やグラフを一枚に統合し、
全体の状況を把握できるExcelに
よるレポートを作成可能

図 2　柔軟なデータ抽出ツールと表現力の高いレポート

【新製品】
2018年6月
リリース！

シェアNo.1電子カルテシステムの操作性を継承し、
フレキシブルな製品体系で提供
中堅規模病院向け電子カルテシステム 
FUJITSUヘルスケアソリューション

H
ホ ー プ

OPE L
ラ イ フ マ ー ク エ ム エ ッ ク ス

ifeMark-MX
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　医療介護連携が進み、介護と医療

のボーダーラインが消えつつある。

それぞれのサービスの本来の役割が

再確認された 2018 年度の医療・介

護ダブル改定の介護報酬改定の骨子

と対策を概説する。

医療・介護連携とケアマネジャー
との連携の促進

　医療・介護連携が進む中、その介

護 側 の キ ー マ ン で あ る ケ ア マ ネ

ジャーと医療との連携が多く盛り込

まれた改定であった。

　居宅介護支援の加算関連では、利

用者の退院において、病院や施設の

職員から利用者の必要な情報を受け

取ることで算定可能な退院退所加算

が細分化され、情報提供を受けた回

数とカンファレンスでの情報収集の

有無によって報酬単位が異なる仕組

みが導入された。また、入院時情報

連携加算においても、医療機関への

情報提供が、従来の、利用者が病院

や診療所に入院してから 1 週間以内

であった医療機関の職員への利用者

に関する必要な情報提供が、3 日以

内に短縮された。この 2 つの加算に

よって医療機関と居宅介護支援との

速やかな情報のキャッチボールを促

進する。

　また、新設されたターミナルケア

マネジメント加算は、在宅で亡くなっ

た末期がん患者の情報を、亡くなる

2 週間以内に 2 回の家庭訪問で得た

情報を主治医などに提供することで

算定できる仕組みである。

　さらに、訪問介護と居宅介護支援

の連携で、主治医などに患者の居宅

における生活情報のうち、口腔関連

きるものだ。しかし、結果として利

用者の減少につながり、利用者の回

転が速まるために敬遠される傾向が

強かった。

　今回の改定では、リハビリテー

ションの結果を出して早期に卒業さ

せる方向がさらに明確になってい

る。多くの事業所が算定している加

算に、リハビリテーションマネジメ

ント加算がある。この加算は、今回

の改定で 4 つの区分となったが、そ

のすべての区分の算定要件に次の要

件が追加された。すなわち、事業所

の医師がリハビリテーション計画の

特記事項欄に、リハビリテーション

の成果を出して事業所を卒業させて

デイサービスなどに引き継ぐ時期の

めどを記載することである。なぜ医

療系サービスは期間限定なのか。例

えば、風邪を引いて熱があるとする

と、病院に行って医師に診察いただ

いて薬を処方してもらうであろう。

そして、数日休むことで熱も下が

り、風邪は治る。風邪が治った後も、

病院に通うであろうか。病院に行く

目標は、風邪を治すことである。そ

の目標が達成されたらもう病院には

行かない。リハビリテーションも同

じだということだ。目標を達成した

時点で、リハビリテーションを卒業

していただき、社会参加型のデイ

サービスなどに引き継ぐのが自然

だ。では、一度卒業すると、もう病

院に行かないかというと違う。夏場

に冷たいものを食べすぎてお腹を壊

すと病院に行く。冬場にインフルエ

ンザに罹るとまた病院に行く。すな

わち、行ったり来たりが普通であ

る。それはリハビリテーションも同

と服薬関連の情報を提供しなければ

ならない旨が、それぞれの運営基準

に設けられた。居宅で生活する利用

者に最も高い頻度で接しているのが

訪問介護のホームヘルパーである。

そのホームヘルパーから、居宅にお

ける服薬状況、すなわち薬が飲まれ

ずに余っている、一度に複数回分を

飲んでいる、服薬を拒否しているな

どの状況や、口臭や口腔内出血、体

重の急激な増減、食事量の変化など

の情報を、訪問介護事業所のサービ

ス提供責任者を通じて担当のケアマ

ネジャーに報告することが訪問介護

の規定に追加された。報告を受けた

ケアマネジャーはその中で重要と考

える内容について、主治医や歯科医

に報告することが居宅介護支援に義

務化されたのである。これによって、

主治医は、通院、訪問診療、往診以

外に最新の居宅での情報を的確に受

け取ることができる。それを有効に

活用するためにも、医師からも地域

のケアマネジャーに対して積極的に

情報ネットワークを構築するアプ

ローチが求められる。

医療系サービスの期間限定性
と短時間化の強化

　通所リハビリテーションと訪問リハ

ビリテーションには、前回の 2015 年

度介護報酬改定において、いち早く

成果型のインセンティブ加算である

社会参加支援加算が新設された。こ

れは、卒業加算と言われ、リハビリ

テーションの成果として目標が達成

された場合に、デイサービスなどの

社会参加型の福祉系サービスに利用

者を引き継いだ割合によって算定で

小濱　道博 氏　小濱介護経営事務所代表

2018年度診療報酬改定 
〜【介護編】骨子と対策

連載第 3 回

病院経営の

ヒ
ント

知っておきたい
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なった。訪問リハビリテーション計

画は事業所の医師の診察に基づいて

作成されなければならない。ただし、

特例として、その利用者が主治医か

ら計画的な医療的な管理が行われて

いて、事業所の医師がやむを得ない

事情で診察できない場合に限り、主

治医の診察による計画の作成を認め

るとされた。その場合は 1 回につい

て 20 単位が減算される。ただし、そ

の主治医が日本医師会が実施する日

医かかりつけ医機能研修制度の応用

研修の指定講座を受講していること

が前提条件となり、それ以外の主治

医は特例の対象とはならない。主治

医から研修修了証などの控えを受け

取って、確認することが求められる。

この研修受講要件は 2019 年 4 月か

ら適用されるので、今後の実地指導

などで報酬返還にならないように注

意が必要だ。

在宅復帰が求められる�
介護老人保健施設

　介護老人保健施設の基本報酬が 

5 段階のポイント制となり、末端の

「その他」型は多くの加算が算定で

きなくなった。すなわち、「その他」

老健には将来がない。それに対して、

従来の在宅強化型の上位に位置づけ

られた超在宅強化型は大幅な収入

アップとなり、末端の「その他」老

健との格差が顕著となる。「その他」

老健であることがいかに本体の医療

法人に損失を与えているかを認識し

て、少なくとも 2 段階目の基本型へ

の移行を進め、計画を持って上位の

在宅強化型への移行を視野に入れる

べきである。

　また、身体拘束廃止未実施減算の

要件が厳格化され、委員会の 3 月に

1 度以上の開催、指針の整備、年 

2 回以上の職員研修の開催などが求

められる。指針の整備などは、6 月

までの最初の委員会の開催までに終

えていない場合は、それ以降は減算

となるので注意が必要だ。また、運

じという考え方である。

　さらに、今回の介護報酬改定では、

通所リハビリテーションの短時間へ

の誘導が顕著である。4 時間以上の

基本報酬が大幅に引き下げられたと

は対照的に、4 時間未満の短時間報

酬は現状維持であった。このことは、

今回の社会保障審議会の論点の中

で、通所リハビリテーションと通所

介護の明確な役割分担が挙げられた

ことに起因する。この 2 つのサービ

ス内容に差がなくなっていることが

論点とされた。さらには、2 つの許

認可の一本化という意見まで出たの

だ。ここで、介護保険法本法に立ち

返ると、その第 8 条において、通所

リハビリテーションは「その心身の

機能の維持回復を図り、日常生活の

自立を助けるために行われる（中略）

リハビリテーションをいう」。通所介

護は、「入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話であって

厚生労働省令で定めるもの及び機能

訓練を行う」とされている。すなわ

ち、通所リハビリテーションには、

日常生活上の世話（レスパイト機能）

は求められていない。このことから、

通所リハビリテーションは短時間で

のリハビリテーションが基本とされ

て、長時間が通所介護並みの報酬に

近づいた。通所介護は、一定のお預

かりを実施した上で機能訓練を行う

ことが確認されて 5 時間以上のサー

ビス提供が求められ、短時間型であ

る 3 時間程度の基本報酬が大幅なダ

ウンとなったのだ。今後は、これら

の意味を理解した上で、次期改定へ

の対応が求められる。

訪問リハビリテーションの�
医師の関与の強化

　これまでは、主治医の診察に基づ

いた訪問リハビリテーション計画の

作成が一般的に行われていた。今回

の改定においては、主治医の診察に

基づく計画作成は不可とされ、サー

ビス提供ができないことが明確に

営委員会などの独立運営、委員会の

内容の施設職員への周知徹底なども

要件となるので、通知文をしっかり

と把握していただきたい。

次期2021年改正への布石

　財務省からは、すでに次期制度改

正への論点が出された。居宅介護支

援への自己負担の導入、介護施設の

多床室の全額自己負担化、事業規模

の拡大施策の導入と指定基準への財

産要件の新設、利用者の自己負担 

2 割の標準化などである。この論点

は 2019 年に始まる次期改正審議で

検討されていく。次回、2021 年も介

護保険法と介護報酬の同時改正とな

る。すでに時代は次に向かって進ん

でいる。

　2018 年中にも、8 月から年収 340万

円以上の高所得者は自己負担 3 割と

なり、10 月からは訪問介護の利用回

数制限と、福祉用具貸与では上限価

格制が始まる。今回の報酬改定でも、

多くの加算が新設された。加算は、

国が施設に求めることに報酬を付け

ていることを認識しなければならな

い。可能な限りの加算を算定するこ

とが、次回への対策と準備につなが

る。2018 年度改定の意味をしっかり

と理解して、次につなげる事業戦略

を立てることが急務である。介護業

界においては、同じことをやり続け

ることは衰退を意味する。制度の変

化に合わせて自らも変わっていくこ

とでのみ、事業の発展がある。■

小濱道博 氏（こはま　みちひろ）
小濱介護経営事
務所代表。札幌
市生まれ。北海
学園大学卒業後、
札幌市内の会計
事務所に17年勤
務。2000年に退
職後、介護事業
コンサルティング

を手がけ、全国での介護事業経営セミナーの
開催実績は、北海道から九州まで250件以上。

知っておきたい
病院経営の

ヒント



HOPE Visionをご覧いただきありがとうございました。
読者の皆様のご意見・ご要望・ご感想をお聞かせください。
アンケートへご協力いただいた方には、粗品をプレゼントいたします。
HOPE Visionサイトよりご回答いただくか、本誌同封のアンケート用紙へご記入の上、 
FAXまたはE-mailにてお送りください。

←URL：//www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/healthcare/hopevision
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アンケート
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